
首都圏の低平地における治水対策の推進について 荒川水系

沿川には資産・人口が集積し下流にはゼロメートル地帯を抱えており、ひとたび氾濫した場合には、地下鉄等の交通麻痺や電力途絶による経済活動停止等の甚大な被害が発生。
破堤等による壊滅的な被害を防ぐために、高規格堤防の整備や堤防補強、高潮堤防・水門の整備等のハード対策を推進するとともにソフト対策を推進することが必要。
氾濫時等でも被害を最小化等するため、大規模降雨委員会（委員長：近藤徹）の最終提言やゼロメート地帯の高潮対策検討会（座長：磯部雅彦）の最終提言を踏まえ、広域防災ネッ
トワークの構築や地下鉄事業者への危険情報の伝達等の対策を実施。
さらに、政府全体となった取組みが急務であり、中央防災会議「大規模水害対策に関する専門調査会」が設置（平成18年6月）され、荒川等の氾濫による被害が甚大な大規模水害に
ついて、各機関の緊急的な体制・行動のあり方、被害想定に基づいた応急・救援体制のあり方、緊急的な復旧・復興対策の確立等について検討中。

□洪水氾濫等により甚大な被害を受けるため、首都圏では治水対策をしっかりと講ずるべきではないか

社会的影響は甚大

被害の例

大規模降雨委員会（委員長：近藤徹）での最終提言「洪水氾濫時・土砂災害発生時の被害最小
化のあり方（平成17年12月）」を踏まえ、広域防災ネットワークを構築

ゼロメートル地帯の高潮対策検討会（座長：磯部雅彦）での最終提
言「ゼロメートル地帯の今後の高潮対策のあり方について（平成18
年1月）」を踏まえ、鉄道事業者への危険情報伝達等の対策を実施

壊滅的な被害の防止と減災対策

壊滅的な被害を防ぐために、高規格堤防や堤防補強、高潮堤防・水門等のハード対策を推進
するとともにソフト対策を実施。
さらには、被害の最小化等を図るため以下のような取り組みを実施

政府全体として、大規模水害に対する検討を行うため、中央防災会議「大規模水害対策に関す
る専門調査会」（座長：秋草直之）が設置（平成18年6月2日）され、現在検討中
大規模水害とは、被害が甚大で、その影響が国全体におよび国全体での対応が必要となるも
ので荒川や利根川などの洪水氾濫を対象

具体的施策
1.被害にあいにくい住まい方等への転換

（浸水に強い建築構造物への誘導等）
2.被害エリアの拡大を防止するための氾濫流制御

（二線堤の整備等）
3.迅速かつ確実な避難・救援の実現
4.復旧・復興も考慮した施設機能の維持（ライフライン機能の維持等）
5.氾濫時等を想定した治水・砂防関係施設の整備等（輪中堤整備等）

平成17年9月に総雨量
1000mmを超える想定にな
い大規模降雨により水害・
土砂災害が多発

最終提言の内容

具体的施策
1.これまでの高潮計画に沿って浸

水を防止するための万全の対策
（堤防、護岸、水門の整備等）

2.大規模浸水を想定した被害最小
化対策

3.高潮防災知識の蓄積・普及
4.高潮防災に関する更なる安全に

向けての課題の検討

ハリケーン・カトリーナ
による災害を分析する
ことで得られる教訓を
対策に反映

最終提言の内容

政府全体としての取り組み

検討内容 ○大規模水害発生時の被害像の想定
○大規模水害が予想された場合の各機関の緊急的な体制・行動のあり方
○被害想定に基づいた応急・救援体制のあり方
○緊急的な復旧・復興対策の確立
○大規模水害発生時の対策の的確な実施のための事前の備え

我が国の中枢機能が水没

都内の鉄道・地下鉄35路線、167駅、首都高速ＩＣ44箇所、主要国道7路線が浸水し交通が麻痺
日本のほぼ全ての証券を取り引きする「兜町」や大手企業本社が立地する「大手町」が浸水し日本経済が大混乱。
我が国の行政の中枢機能を有する「霞ヶ関」が孤立し、行政機能が麻痺

浸水が想定される地下鉄

浸水が想定されない地下鉄

変電所 化学工場

浸水する危険のある、地下鉄・変電所等の施設

北千住駅

兜町

銀座

霞ヶ関

永田町
大手町

※浸水想定区域のうち都内における施設数

※荒川右岸２１ｋが破堤した場合を想定

総
武

線

国道14号

国
道

6号

京
成

線

常磐線

国
道

4号

山手線

浸水する危険のある、首都高速・鉄道等の施設

首都高速道路

主要国道
主要鉄道

東武線

京
浜東

北線

中
央

線

京葉線

日本の行政・経済機能が麻痺
ライフラインの途絶や公共施設の役割が麻痺し、社会的な影響は甚大
被害総額は約33兆円、47万戸、116万人もの住民に浸水被害が発生

※荒川右岸２１ｋ地点が破堤した場合を想定

二 次 災 害 の 発 生

衛 生 状 況 悪 化

電 化 製 品 が 使 用 不 能 夜 間 は 暗 黒

食 生 活 ・ 衛 生 状 況 悪 化

テ レ ビ か ら の 情 報 収 集 不 可

ガ ス コ ン ロ 、 風 呂 使 用 不 能

急 患 対 応 不 可

浄 水 場 給 水 停 止 飲 料 水 確 困 難

電 話 局 通 信 途 絶 応 急 活 動 の 大 き な 被 害

電 気

政 治 ・ 行 政 行 政 機 能 が 麻 痺

日 本 経 済 が 大 混 乱

通 信 の 途 絶 に よ る 混 乱受 変 電 所 ２ ４ 箇 所 電 力 の 途 絶

要 介 護 者 が 孤 立

帰 宅 困 難 者ラ イ フ ラ イ ン
鉄 道 ・ 地 下 鉄

（ ３ ５ 路 線 １ ６ ７ 駅 浸 水 ）
交 通 麻 痺

病 院 治 療 活 動 が 麻 痺

信 号 機 停 止 で 交 通 大 混 乱

避 難 場 所 が な い

公 共 施 設

そ の 他 化 学 工 場 が 浸 水 危 険 物 質 流 出

ゴ ミ 発 生 復 旧 の 障 害 ・ 病 疫

全 域 が 浸 水
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御成橋付近の堤外家屋の状況（S57.9洪水時）

荒川

横
堤

横
堤

古荒川

荒川

堤防

堤防

横堤

横堤付近に残存する堤外家屋の現状と対策 荒川水系

大正７年から着手された荒川中流部の改修工事にともない、河川敷に多数の家屋が残存
近年の洪水では、大規模な浸水は確認されていない状況ではあるが、住民の安全確保の観点から、迅速かつ確実な情報提供及び避難体制の確保を図るとともに、今後の河川
整備にあたって、生活環境に配慮した治水対策の検討が必要

堤外家屋の現状

荒
川

→

荒川中流部では、大正から昭和にかけて広い高水敷を確保して堤防を整備した結果、農業を営
み、この地を生活基盤としていた家屋が堤外に残存

母子島遊水地の状況（平成２年度完成）

今後、堤外家屋の歴史的な経緯を踏まえつつ治水対策の実施を検討

昭和61年出水母子島地区の状況

堤外家屋の移転

近年の洪水では、大規模な浸水は確認されていない状況であるが、住民の
安全確保の観点から、迅速かつ確実な情報提供及び避難体制の強化を図
るとともに、生活環境に配慮した抜本的な対策が必要

小貝川：母子島遊水地

JR京葉線

小
貝
川

点在する家屋
大
谷
川

小貝川

堤外家屋が存在する区間

洪水時の状況

今後の方針

小
貝
川

大
谷

川

集約された家屋

遊水地

44k付近の堤外家屋の状況（S22）
改修工事以前は、高水敷上に家屋が
点在していた。

大正７年から着手された荒川中流部の改修において、昭和13、16、22、23年の洪水により、堤外
家屋に大きな被害が発生したため、堤外家屋の多くを横堤に腹付を施した盛土上に移転させる対
応をとった

横堤上の堤外家屋イメージ横堤の設置状況（御成橋付近）

新堤
横堤

新水路
旧流路

はこじま

□堤外民地に存在する家屋について、歴史的な経緯を踏まえ、その対応をどうするのか
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中流部における調節池群 荒川水系

荒川中流部では、広大な高水敷と横堤を有しており、これを活かした洪水調節を行うため、連続した調節池群の設置を検討。
調節池では計画通りの洪水調節を行うために、越流堤の構造等十分な検討が必要。さらに連続する調節池の場合、調節池相互の水理的影響が複雑となるため、一層効率的・効果
的な洪水調節を行うという観点から、技術的な検討が今後も必要。このため、広大な高水敷と河道における洪水時の水位観測等の調査・研究を実施。

基本方針における中流部の洪水調節

荒
川

→

荒川中流部は、広大な高水敷と横堤を有し、洪水を一時的に貯留する効果を持つ。
河道の遊水による貯留機能等をさらに活かした洪水調節を行うため、堤防と横堤を
つなぎ連続した調節池群の設置を検討。

連続する調節池となるため、調節池相互の水理的影響が複雑となるため、より効率的・
効果的な洪水調節を行うという観点から、技術的な検討が今後も必要。
このため、広大な高水敷と河道における洪水時の水位観測など、効率的・効果的な洪
水調節のための調査・研究が不可欠。

連続する調節池

荒川中流部では、既定計画に基づき、最下流部に位置する荒川第一調節池（洪水調
節量850m3/s（計画））が平成16年に完成。
計画通りの洪水調節を行うために、越流堤の幅・越流深等の技術的な検討を十分に
行ってきたところであり、実際に平成11年8月の出水時に690m3/sの効果を発揮。

荒川第一調節池

連続する調節池の技術的課題

中流部の広大な高水敷及び横堤を利用した連続調節池の検討

荒川第一調節池
荒川第二調節池荒川第三調節池

荒川第四調節池荒川第五調節池

A

B

広大な川幅

寄居

岩淵

荒川第一調節池

平成１１年８月出水

糠田橋

御成橋

荒川

旧荒川

越流堤の流入模式図

越流堤

第一調節池上流より

調節池化

横
堤

遊
水

広大な高水敷と横堤の状況流域図

横堤

横堤
右岸堤

川幅

荒川第一調節池

（工事実施基本計画での計画）

荒川

左岸堤

右岸堤

越流堤

Ａ

Ｂ

Ａ Ｂ
左
岸
堤

右
岸
堤

越
流
堤広大な高水敷

□川幅の広いところで遊水地をつくるとのことだが、どうやって、どういう間隔で、どのくらいかは分かっていないと思うので技術的な面からの検討が大事ではないか

３
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龍野地区の河道計画について 揖保川水系

醤油工場

景観形成地区

旭橋

龍
野

橋

龍
野

新
大

橋

岩浦頭首工

祇園橋

龍野城

千
鳥

ヶ
浜

公
園

たつの市役所

家屋連担地区

畳堤区間畳堤区間

堀家

祇
園

公
園

龍野観測所

：堤防法線
：景観形成地区指定区域

13k2

現況河道の課題

河道の断面の設定

基準地点の考え方

16

18

20

22

24

26

28

30

12.0 12.2 12.4 12.6 12.8 13.0 13.2 13.4 13.6 13.8 14.0 14.2 14.4 14.6 14.8 15.0

距離標

標
高

(T
.P

.m
)

昭和45年測量
昭和50年測量

昭和54年測量

平成2年測量
平成11年測量

平成16年測量

平成17年測量

龍野橋

旭橋

岩浦頭首工

祇園橋

最深河床高縦断の変遷

H16年洪水により
最深河床が低下（1m程度）

計画高水流量流下後横断図（13k2）

現況河道

掘削河道

龍野地区平面図

流速分布図

流速分布図
４

最大約0.2m低下

流速分布（Q=3,400m3/s） 13k2

高流速が抑制され、深掘れが緩和
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計画高水流量流下後横断図（13k2）

最大約0.6m低下

H.W.L.

掘削河道横断図（13k2）

深掘れ箇所において、
6m/s程度の流速が発生

深掘れ箇所の
高流速が解消

低水路法線

低水路法線
H.W.L.

H.W.L.

■龍野地区は両岸とも家屋が連担する狭窄部で堀込み河道、低水路についても狭くなっており、左岸に偏っている。
■狭窄部左岸で高流速が発生し、洪水時に河床が低下。
→高流速を分散させ、深掘れを抑制するよう、低水路幅が上下流滑らかとなるような河道線形とする。
→計画規模の洪水に対しては、護岸の安全性や河床の低下について留意が必要であり、適切な河道管理とともに、継続したモニタリングにより必要な対策を実施。

□龍野地区は基準地点で治水計画上重要であるが、地形的に狭窄部となっており、高流速の発生等課題に対し、どのような河道計画・管理を行うのか

●高速流の発生、河床の低下
・龍野地区は狭窄部で、湾曲部に存在しているため、洪水時に高速流が発生

（現況河道 計画流量流下時：最大6.0m/s（13k2付近））
・岩浦頭首工下流の13k2付近において、最深河床がH16年洪水で大きく低下（1m程度）

●河道の断面設定の考え方
・沿川の家屋の連担状況から引堤は困難
・改修にあたっては、狭窄部の低水路線形を見直し、

高流速を分散させるような線形で河道掘削を行う
ことにより河積を確保。

・これにより、流速が4.5m/s程度に抑えられるとと
もに深掘れについても0.2m程度に抑制

・洪水時における、河道の状況をモニタリングする。

龍野橋

旭橋

岩浦頭首工

龍野観測所

13k2

・龍野地点は扇状地の上流端にあり、その下流に人
口資産が集中しており、水文資料も長年蓄積され
ているため、治水の基準地点とした。

・龍野地区の河道改修を実施するにあたり、龍野地
点を補完できる地点（仮基準点）を設置し、改修
前後の水文資料の継続性を確保。

検討条件
現況河道、計画高水流量

H.W.L.

検討条件
掘削河道、計画高水流量

13k2付近斜め写真

計画高水流量流下時には、さら
に0.6m洗掘されることが予測さ
れる

計画高水流量流下時の推定現状の河床変動の状況

計画高水流量流下時の推定



河川堤防整備状況

高潮対策について 太田川水系

■ 平成16年台風18号と大潮の満潮と重なった場合、広島市中心部全域が浸水する想定

■ 早期に整備効果を発現させるため段階施工を実施、第2段階(TP3.4m)まで概成、現在、第3段階の計画高潮位(TP4.4m)対応を中心に事業を推進
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台風18号の偏差が台風16号時の天文潮位と重なった場合の潮位及び偏差図

H16.18号最高潮位 T.P2.96
（観測史上最高潮位）

H16.9.7天文潮位 T.P2.04

偏差約2.1m
約1.2m上昇

推定潮位 T.P4.13m計画高潮位 T.P 4.40

朔望平均満潮位 T.P 2.00
警戒水位 T.P 2.50

水位
（ｍ）

気圧
（ha）

もし、台風18号が大潮の満潮と重なっていたら

・大潮の満潮時と台風18号が重なっていたら、最高潮位＋1.2m上昇したと推定

高潮堤防計画

台風期朔望平均満潮位 2.0m

計画高潮位

T.P.+3.4m

T.P.+2.2m

T.P.+4.4m

鋼
矢
板

(

耐
震
対
策)

鋼
矢
板

(
沈
下
対
策)

第４段階

第３ 段階

第２段階

第１段階
現地盤

H16既往最高潮位 2.96m 計画偏差

2.4m

計画堤防高T.P.+5.0～6.9m

波高※

※ 波高は河道内での波浪減衰を考慮

高潮計画は、台風期の朔望平均満潮位の時に広島湾に最も危険なコース
(昭和26年10月ルース台風)を伊勢湾台風規模の台風が通過した場合を想
定

※基礎地盤が軟弱地盤のため、段階的に施工

第2段階から上の施工は、第1段階に比較して工期、工費ともに僅小

旧太田川

整備前

整備後

浸水状況
(平成11年9月)

堤防越水状況
(平成11年9月)

高潮被害状況

高潮対策事業のイメージ

・今後、都市景観への配慮などまちづくりと一体となった整備を実施

※平成3年、平成11年、平成16年の高潮災害を鑑み、第2段階(TP3.4m)整備を
優先して概成、河口域から順に第3段階計画高潮位(TP4.4m)対応を実施中

※堤内地盤高による推測

想定浸水区域

計画高潮位T.P4.4m以上の高潮堤防
※堤内地盤高による推測

想定浸水区域

計画高潮位T.P4.4m以上の高潮堤防

台風18号が大潮と重なっていた場合の被害状況

浸水面積354ha
浸水戸数179戸

予想被害
浸水面積20km2

被災者35万人

□ 高潮対策事業についてはスピードアップすべきと考えるがどうか

平成１７年度末時点
※ TP3.4mの全体計画延長は

再度災防止区間延長

単位：km

凡 例

堤防高 完成（計画）堤防高以上
堤防高 T.P+4.4m以上
堤防高 T.P+3.4m以上T.P+4.4m以下
堤防高 T.P+3.4m以下
海岸保全施設 T.P+4.4m以上
海岸保全施設 T.P3.4m以上T.P+4.4m以下
海岸保全施設 T.P+3.4m以下

広島県施工区間

直轄施工区間 海岸事業施工区間

高潮対策区間

一般国道2号平和大通り

高潮対策区間

平成16年台風18号浸水被害状況

57.290.4進捗率(%)

16.29.8整備延長

28.310.9全体計画延長

T.P.4.4mT.P.3.4m直轄河川

5790進捗率(%)

16.29.8整備延長

28.310.9全体計画延長

T.P.4.4mT.P.3.4m直轄河川

台風期朔望平均満潮位 2.0m

計画高潮位

T.P.+3.4m

T.P.+2.2m

T.P.+4.4m

鋼
矢
板

(

耐
震
対
策)

鋼
矢
板

(
沈
下
対
策)

第４段階

第３ 段階

第２段階

第１段階
現地盤

H16既往最高潮位 2.96m 計画偏差

2.4m

計画堤防高T.P.+5.0～6.9m

波高※

※ 波高は河道内での波浪減衰を考慮
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浸水域

中・上流部における床上浸水対策について 太田川水系

■ 平成17年台風14号では、中・上流部において、河川沿いに浸水被害438棟、道路冠水による通行不能38箇所、施設被害35件などの被害が発生

■ 被災箇所によっては、上下流を結ぶ主要道路も水没し孤立化、水防活動にも支障

■ 地域毎の地形特性・居住形態に応じて、①連続堤の整備、②輪中堤の整備、③道路の嵩上げにあわせた宅地の嵩上げ等の対応

平成１７年浸水箇所

災害復旧箇所

避難施設

災害時要援護者施設

道路冠水箇所

平成17年台風14号による被害状況

○河川沿いの平地に人家が連担している地区 ○河川沿いの平地の一部に人家が立地している地区 ○浸水が頻発している河川沿いの道路に隣接して人家が立地
している地区

地形特性・居住形態に応じた対応イメージ

浸水面積：3.3ha
床上浸水家屋：28戸
床下浸水家屋： 2戸

浸水面積：1.8ha
床上浸水家屋： 9戸

床下浸水家屋： 3戸

浸水面積：10ha
床上浸水家屋：20戸
床下浸水家屋： 6戸

浸水域

浸水域

H17 痕跡
S47 痕跡

連続堤による整備 輪中堤による整備

□ 平成17年台風14号により、中・上流部において床上浸水などの甚大な被害が発生したが、今後どのような整備を進めていくのか

移転

被災水位

輪中堤

被災水位

築堤

道路の嵩上げにあわせた宅地の嵩上げ

被災水位
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181370312.76アカメヤナギOL06-139

141018201310120614.27アカメヤナギOL06-138

51026027.56.5オオタチヤナギOL06-137

141801146.5オオタチヤナギOL06-136

2313110315.75.5アカメヤナギOL06-135

2019160219.58アカメヤナギOL06-134

1314200213.56.5アカメヤナギOL06-133

193201198.5アカメヤナギOL06-132

143101147.5アカメヤナギOL06-131

145418037.77.5アカメヤナギOL06-130

16181316161812141414151220610025118.5アカメヤナギOL06-129

990196アカメヤナギOL06-128

111601116アカメヤナギOL06-127

1117503117アカメヤナギOL06-126

1001106アカメヤナギOL06-125

1091029.56.5アカメヤナギOL06-123

27121421119767876650217.67アカメヤナギOL06-122

151413121110987654321

胸高直径 1～30(cm)枝下高
(cm)

株 数
(本)

胸高直径
(cm)

樹 高
(m)

樹種名樹木NO

181370312.76アカメヤナギOL06-139

141018201310120614.27アカメヤナギOL06-138

51026027.56.5オオタチヤナギOL06-137

141801146.5オオタチヤナギOL06-136

2313110315.75.5アカメヤナギOL06-135

2019160219.58アカメヤナギOL06-134

1314200213.56.5アカメヤナギOL06-133

193201198.5アカメヤナギOL06-132

143101147.5アカメヤナギOL06-131

145418037.77.5アカメヤナギOL06-130

16181316161812141414151220610025118.5アカメヤナギOL06-129

990196アカメヤナギOL06-128

111601116アカメヤナギOL06-127

1117503117アカメヤナギOL06-126

1001106アカメヤナギOL06-125

1091029.56.5アカメヤナギOL06-123

27121421119767876650217.67アカメヤナギOL06-122

151413121110987654321

胸高直径 1～30(cm)枝下高
(cm)

株 数
(本)

胸高直径
(cm)

樹 高
(m)

樹種名樹木NO 平成１７年１２月撮影

6k
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k

15
k

高瀬堰

大芝水門

古
川

樹木管理について 太田川水系

■ 河道内の樹木管理に資するため、平成15年度より垂直航空デジタル画像と河道内樹木情報を照らし合わせ、一本ずつ戸籍(位置・樹種・大きさ)を調査

■ 平成17年9月洪水後に再調査、出水前後の垂直航空デジタル画像を重ねてどの位置のどの樹木が消失したかを確認

■ 現在、消失した樹木の特性と洪水の関係を分析中であり、今後の樹木管理に活かしていく考え

樹木調査表（例）

※株毎の胸高直径も調査

樹木消失状況写真

○高瀬堰下流から古川合流点にかけて
200mピッチで測定した毎時河川水位と
消失した樹木のとの関係を整理

○引き続き調査を継続し、データ精度を
向上させ、河道内の樹木管理や河道計
画の検討の基礎資料とする考え

太田川右岸9k400付近 出水前

（平成１５年１０月撮影）

出水前

（平成１５年１２月調査）

出水後

赤いプロット（樹木）毎に
樹木名、樹高、胸高直径、
株数、枝下高を把握

平成１７年９月（台風１４号）出水による樹木消失範囲

樹木消失範囲

位置図

今後の方針

□ 太田川では、河道内の樹木管理の観点から樹木を詳細に調査し、平成17年洪水時において流出した樹木を把握できているのでその内容を紹介して欲しい

出水後樹木消失状況

（平成１８年４月撮影）
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平成11年６月の土砂災害とその対応について

□ 平成11年6月29日｢広島豪雨災害｣による土砂災害と太田川流域におけるその後の対応について説明して欲しい

太田川流域の地形･地質

広島西部山系直轄
砂防事業区域 •大毛寺川 （広島市安佐北区）

おおもじ

特殊土壌｛マサ土｝

今後の対応方針：
○ 太田川流域の広島西部山系区域内の土石流危険渓流については、直轄・

補助の砂防事業による対応
○ 土砂流出により河道内に異常堆積が生じた場合はすみやかに除去

土石流の発生箇所は短時間降雨
の強度が大きかった地点と相関

■ 太田川流域には、風化により崩壊しやすい「マサ土」となる花崗岩が広く分布しているが、その一帯でも宅地開発が進展。平成１１年６月豪雨により多大な被害が発生
■ 平成11年6月土砂災害を契機としハード・ソフトの連携による土砂災害対策を推進することとし、広島西部山系の直轄砂防事業化を図るとともに土砂災害防止法を制定
■ 砂防事業により土石流対策を実施するとともに、太田川流域内の「マサ土」地帯からの土砂流出により河道内の異常堆積が発生した場合はすみやかに除去

1966 1999

広島市周辺では、昭和40年代

からの人口増加等により宅地
開発が進んだ結果、谷の出口
及びがけの直下まで宅地が造
成された

沖積層
玄武岩類及び安山岩類
粘板岩
チャート・酸性凝灰岩
塩基性火山岩類
変斑れい岩・変輝緑岩

玖珂層群

相当層

広島花崗岩類
高田流紋岩類
吉舎安山岩類
礫岩･砂岩･真岩
断 層
6.29土石流発生箇所

土石流対策の概念図

平成１１年６月の豪雨災害

山麓まで進展した宅地開発

土石流対策施設の整備 直轄砂防事業により集中的に土石流対策を実施

太田川
本川

砂防えん堤により
計画規模の土石流
及び流木を捕捉

土
石

流
発

生
・流

下

市街地

土石流形態による
下流への土砂流出
は防止

広島西部山系

○土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（土砂災害防止法）
の制定は、平成11年6月29日広島豪雨災害が契機

○土砂災害危険区域等の指定が可能に

・太田川における土砂災害は支川の｢マサ土｣地帯を中心に発生
・広島県内の平成11年6月29日の梅雨前線豪雨による被害状況

土石流災害 139件 がけ崩れ災害 186件 死者 24名

花崗岩の風化により
崩壊しやすい性状を
有するマサ土が広く
分布

相田(あいた)地区の渓流及び保全対象の状況

凡例
土石流危険渓流
砂防えん堤
土石流危険区域

太田川水系
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